
2014年内部監査全世界実態調査
より強固なパフォーマンスをデザインする：
革新のための青写真

PwCの年次調査結果によ
ると、利害関係者の期待
と方向性を一致させ、こ
の期待に必要なスキルと
能力を培うことで、内部
監査部門は、組織に提供
する価値を強化できる。
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問題の核心

内部監査の革新をデザインする

最新式の建物は建築主、建設業者、テ
ナント、工事監督者を含む利害関係者間
の合意の下で作成された詳細な設計図に
基づいて建造される。建設業者は、その
設計図に基づき高品質の建物を建造する
ために、適切なスキルと能力を手配する。
利害関係者間の調整、緻密に策定された
設計図、適切な能力、統制のとれた工事
によってこそ、利害関係者に高く評価さ
れ、他から見本にされるような建物が完
成する。どんな建物を期待するかについ
て全ての利害関係者が合意し、期待した
とおりの建物が出来上がった場合には、
より伝統的あるいは機能的な建物も利害
関係者に高く評価され得る。

効果的に利益をあげており、経営がう
まくいっている企業は、上記のような建物
と同レベルの詳細な計画、実行と利害関
係者間の調整を基に事業を運営している。
これら企業のリーダーは計画的かつ体系
的に期待値を定義し、パフォーマンスの
測定基準を策定し、常により高いレベル
のパフォーマンスを要求している。ビジネ
ス上の期待に応えるために必要な能力を
開発するための明確な措置が取られ、パ
フォーマンスは継続的に評価される。利
害関係者と熟慮の結果合意した義務を果
たすために、必要な能力が組織の中にな
い場合は、その能力を外部から獲得する
か、外部アドバイザーを活用する。第10
回年次内部監査全世界実態調査は、現状
の内部監査部門が組織により高い価値を
提供するために、これらの原則をどのよう
に適用し得るかを深く考察している。

今回の調査は最高監査責任者（CAE）、
内部監査部門マネージャー、マネジメン
ト、役員会メンバー1,900名以上の見解
を反映している。彼らは、適切なリソー
スと機会がありさえすれば、内部監査に
は価値とビジネスへの貢献を増大させる
機会があると考えている。しかし、マネ
ジメントの半数以上（55％）が、内部監
査部門は彼らの組織に重要な価値を提供
しているとは考えていない。役員会メン
バーのほぼ30％は、内部監査はあまり重
要な価値を提供していないと考えている。
平均して、マネジメントのわずか49％と
役員会メンバーの64％が、内部監査部門
は期待に見合ったパフォーマンスをあげ
ていると考えている。多くの回答者が内
部監査部門は過去一年間で進歩したと答
えたものの、前年の調査で取り上げられ
たパフォーマンスに関する課題は未改善
であり、利害関係者は、内部監査部門の
進歩は変化するビジネス環境に対応する
のに十分ではないと指摘している。今回
の調査は、より複雑化し多くのリスクに
さらされている現在のビジネス環境にお
いて、多くの内部監査部門が、その価値
を認められることに苦労していることを
再確認している。さらに、適切な能力を
開発し利害関係者の期待に応えるという
点については、内部監査部門はいまだ厳
しい評価を受けている。

今回の調査結果は、これらの継続的な
傾向の要因に焦点を当てている。組織に
最大価値を提供するのに適切な能力を開
発するため、内部監査部門はまず価値を
定義し、その定義と期待の方向性を一致
させなければならない。

「内部監査のサービスは、アシュアラ
ンス提供と規制へのコンプライアン
ス確保に限定されないが、これらの
業務は内部監査への期待の主要な要
素であり続けている。しかし、内部
監査は利害関係者の期待と足並みを
そろえるために、他の多様な能力を
増強している。ビジネスへのより深い
洞察を提供するためにアシュアラン
ス業務とアドバイザリー業務との割
合を変更することもその一つである。
内部監査は以前よりもっと共同的に
なっている。『あなた』『私』という対
立関係や責任のなすりつけ合いはも
はや存在しない。内部監査は、ビジ
ネスに対するコーチの役割を担い、
パフォーマンス改善へのイニシアチ
ブをとり、内部統制ギャップの解消
に努めている。」

—Nagesh Pinge, CAE, TATA 
Motors Limited, India
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従って、パフォーマンスと価値の分析
は、常に、内部監査への期待の方向性が
一致しているかの評価から始まる。明確
な期待値が設定されないままでは、存在
する価値の意味さえ明確に定義できない。
今回の調査は、多くの内部監査部門が、
一致した方向性の期待に応えるために自
部門の機能を計画して目的のある行動を
取ることより、利害関係者のさまざまな
要求に対応していることを示している。
内部監査部門は、達成すべき重要な目標
がある一方で、組織が直面している重大
なリスクとこれらのリスクに関する内部監
査への期待の両方に対する利害関係者の
期待に方向性を合わせなければならない。
このような基礎段階なくしては、内部監
査部門は戦略的に適切な能力を開発し、
パフォーマンスを向上し、価値を提供す
ることができない。

また、PwCが3年前に利害関係者の視
点から内部監査を調査し始めて以来観察
している内部監査のパフォーマンスのレ
ベルも看過できない問題である。本報告
書において以後説明するとおり、八つの
コア項目を実践する適切な能力を備えて
いない限り、この挑戦は続くだろう（図1）。
利害関係者は、適切な能力を持つ人材の
獲得、高度なデータ分析を含むテクノロ
ジーの活用、費用対効果の高いサービス
の提供などの多様な領域でパフォーマン
スのレベルが低いと考えている。
今回の調査は、期待の方向性の一致と

パフォーマンスという課題に関して深く
分析することで、課題を明らかにするこ
とを試みるとともに、高いパフォーマン
スをあげている組織の内部監査部門と利

「監査委員会は内部監査部門における変革について理解しているのだろうか。
内部監査に対する期待は明確に設定される必要があり、この期待に向けて
利害関係者間－取締役会、執行役員、ライン部門長―の方向性が一致すべ
きである。」

—Chief Compliance Officer, Fortune 50 consumer 	
products company

害関係者の特徴を明らかにすることを試
みている。PwCの2014年調査によると、
利害関係者が内部監査により多く期待し、
内部監査部門が “信頼されるアドバイ
ザー” 水準のサービス（例：ビジネスに
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対し継続的に付加価値のあるサービスと
主体的な戦略的アドバイスを提供するこ
とを通じ、より幅広く利害関係者の期待
に応えること）を提供できる場合、次の
ようなメリットがもたらされる。

図1：内部監査における八つのコア項目
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• �“信頼されるアドバイザー” である内部
監査部門では、“アシュアランスプロバ
イダー” 水準のサービスを提供する内
部監査部門よりも、八つのコア項目の
パフォーマンスレベルが、大幅に高い
（“アシュアランスプロバイダー” とは、
一般に伝統的な監査計画の効果的かつ
効率的な実施に焦点を当てた限定的な
期待に応えるもの、と定義される）。

• �“信頼されるアドバイザー” である内部
監査部門のパフォーマンスは、“アシュ
アランスプロバイダー” の2倍以上、利
害関係者から高く評価されている。

• �“信頼されるアドバイザー” である内部
監査部門が提供する効果がその費用を
上回るという利害関係者の回答比率は、
“アシュアランスプロバイダー” より
40％以上高い。

今回の調査結果によると、さまざまな
利害関係者の内部監査に対する期待の方
向性が一致していると、期待されるサー
ビス水準（“信頼されるアドバイザー”、“ア
シュアランスプロバイダー”、またはその
間のどこか）に関係なく、内部監査部門
はパフォーマンスが良く、また、重要な
価値を提供すると評価されている。“ア
シュアランスプロバイダー” 水準の内部
監査部門は、自らに対する期待値に沿っ
た価値を提供し、その水準内で最も高品
質のパフォーマンスを実施するように努
力しなければならない。さらに、内部監

査部門は、どの水準においても、新たな
領域（例えば、データ分析）で能力を向
上し、より広範な専門分野の知見を活用
し、コンプライアンス、ITセキュリティ、
地理的拡大または製品分野拡大、新規買
収などの新規リスク分野に取り組むこと
で、付加価値を創出することに常に努力
すべきである。

増加する利害関係者の期待および増大
するリスクユニバースに応えるグローバ
ル水準の内部監査部門を構築するために
は、緻密な計画と調整が必要である。最
適な価値を提供し、マネジメントがより
優れたビジネス判断をするのに役立つ内
部監査部門を設置したいと考える組織は、
次の重要な論点を検討すべきである。

• �より高い価値を創出するための第一段
階は、利害関係者の期待と方向性を一
致させることである：全ての主要な利
害関係者の期待と方向性が一致してい
るか？

• �より多くを期待されることで、内部監査
にとってより高い価値を創出する機会
を得る：内部監査に十分に期待してい
るか？過去のパフォーマンスに基づき、
内部監査部門はより多くを期待される
ような立ち位置に置かれているか？

• �より高い期待を満たすには、能力の向
上が必要となる：自組織には適切な能
力が備わっているか？

67％

の信頼されるアドバイザーは
重要な価値を提供している。
これに比べて、

のアシュアランスプロバイダーは
重要な価値を提供している。

33％
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利害関係者と同じ方向を目指し、
価値向上に寄与する内部監査部門
の青写真を描く

リスクを識別し管理する際のビジネス
の重要な機能として、内部監査は利害関
係者と組織の主要課題に効果的に貢献し
なければならない。PwCがCAEと主要利
害関係者を対象にした調査を毎年行って
いるのはそのためである。24業種・37カ
国から約1,400名のCAE（内部監査ディレ
クターを含む）と520名以上の利害関係
者に、PwCの2014年内部監査全世界実
態調査にご参加いただいた。この豊富な
データに基づき、本調査は、内部監査部
門の活動状況や個別の内部監査部門がお
のおのの組織への貢献度を向上するため
に取っている手段について分析している。
また、調査結果についてより深く洞察する
ために、北米、欧州、豪州、アジアで125
名以上の利害関係者やCAEに対して、一

対一の個別インタビューも実施した。さら
に、内部監査に対する規制当局の期待を
よく理解するために、全世界にわたり主
要な規制当局にインタビューを実施した。

PwCの調査と経験を通じて、内部監査
部門は、“アシュアランスプロバイダー” か
ら “信頼されるアドバイザー” まで、多様
な提供アプローチを通じて価値を提供で
きることがわかっている（図2）。PwCの調
査とインタビューから、重要な価値を提供
できている内部監査部門は、広範な活動
領域のどこに自らを位置づけるかを慎重に
判断し、それに沿った方向で能力を備えよ
うとしている。しかし、他の多くの内部監
査部門は、よく考え抜かれた計画ではなく
初期の既定値に基づいて運営されている。

内部監査部門が貢献度を最大化するた
めの行程は、建設業者が世界一流の建物
を建造する過程と異なるものではない。

監査計画の効果的かつ効率的な実施にとどまらない
付加価値のあるサービスと主体的な戦略的助言を
提供する。

意義のある改善の提案とリスクへのアシュア
ランスの提供において、主体的な役割を果たす。

監査の発見事項で特定された問題の根本原因の
分析と見解を提供し、事業部門が是正措置を
講じることができるようにする。

組織の内部統制の有効性に関する
客観的なアシュアランスを提供する。

アシュアランス
プロバイダー

アシュアランス
プロバイダー

アシュアランス
プロバイダー

アシュアランス
プロバイダー

問題解決者 問題解決者 問題解決者

洞察の提供者 洞察の提供者

信頼される
アドバイザー

未実現の価値
期待に一致

能力開発

品質提供

価値増大

新規建造物の建設に寄与する要因には以
下のようなものがある。将来のニーズに
適合するように設計するには、その建物
の短期的用途と長期的用途の両方を考慮
する必要がある。建物のスタイルについ
ても決定する必要がある。例えば、シン
プルで低価格、実用性を重んじる建物な
のか、それとも、先進的な環境基準に準
拠して最新テクノロジーが装備された革
新的な建物なのか？また、建物は、各ス
ペース、その利用予定や要求される柔軟
性について詳しく計画された設計図に基
づいてデザインされなければならない。
これらの判断は、建物の建設と利用にか
かわる全ての利害関係者からのインプッ
トに基づき行われる。いったん決定をし
たら、建設開始前に、全ての関係者が設
計図について合意するよう、広くコミュニ
ケーションする必要がある。工事着手の前
に、建設業者は、必要に応じ熟練した人
材と設備が現場に供給可能かを確認する。

詳細分析

図2：内部監査における未実現の価値を攻略する過程
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内部監査がどのように世界一流の構造
を構築し、潜在的価値を全て実現し、ビ
ジネスへの貢献度を最大化できるかに関
して、役員会メンバー、マネジメント、
CAEが理解を深められるよう、以下の五
章構成で調査結果を取りまとめた。

1.	�革新すべき時期であるか？革新のため
のビジネスケース

2.	�価値創出のための土台を築く：期待を
拡大させる

3.	�青写真を描く：期待の方向性を一致さ
せる

4.	�建造の準備をする：期待に応えられる
能力を開発する

5.	�青写真を共有する：内部監査部門のコ
ミュニケーション戦略

「企業に影響を与える事件、リスク、
または規制に対応するため、企業の
中での内部監査の役割は変化し続
けている。内部監査を、外部事象
への反応型から企業の戦略的ニーズ
に沿った方向へと転換するために、
もっと時間を投資する必要がある。
内部監査に対する期待の範囲が合
意された時、企業は内部監査部門か
ら最善のパフォーマンスを引き出す
ための第一歩を踏み出すのである。」

—John Tantillo, Partner, 	
PwC

革新すべき時期であるか？
革新のためのビジネスケース

PwCの2013年内部監査全世界実態調
査によると、多くの内部監査部門は、貢
献度を最大化するために苦労し、それゆ
えに、組織内の他のリスクやコンプライ
アンス関連部門にとっての意義を失う危
機にさらされていた。12カ月後、先進的
な内部監査部門は高い水準でパフォーマ
ンスを提供しているという結果が出たも
のの、調査回答者の大半はほとんど進歩
していないと表明している。2014年調査
結果では、多くの利害関係者が内部監査
部門は彼らの期待を満たしていないと考
えていることが示されている。内部監査
は重要な付加価値をもたらしていると考
えているのは、マネジメントの半数以下
（45％）である。役員会メンバーはこれよ
りも楽観的であり、70％が内部監査は重
要な付加価値をもたらしていると回答し
ているものの、この比率は2013年より10
ポイント下回り、この肯定的な評価結果
の値打ちを下げている。

比率低下の理由は、内部監査が常に変
化する複雑なリスク環境に後れを取って
いることが理由であるか、もしくは、役員
会メンバーの高まる期待に見合うリソー
スを内部監査が有していないという状況
に影響されたためであると考えられる。
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内部監査が「重要な価値」を提供すると
評価している利害関係者の比率

2014年調査において内部監査の「パフォー
マンスが良い」と評価している回答者の比率1

役員会
メンバー

役員会
メンバー

マネジメント マネジメント CAE

1「パフォーマンスが良い」と評価している平均値を表す。

さらに、八つのコア項目の実現に関し
内部監査のパフォーマンスが良いと回答
したのは、平均してマネジメントのわず
か49％、役員会メンバーの64％であった。
CAEでさえ、内部監査部門のパフォーマ
ンスが良いと評価したのは平均してわず
か65％であり、内部監査部門のパフォー
マンスに対して批判的である（図3）。

先進的な内部監査部門に対する期待
とパフォーマンスをより包括的に理解す
るために、PwCは今日の先進的な内部監
査部門がどのようなタイプの責任を果た
しているかを調査するため、内部監査の
八つのコア項目に対する評価範囲を拡大	
した。

調査結果によると、内部監査への期
待について、役員会メンバー、マネジメ
ント、CAEの中で異なる見解が見られる。

図4と図5において、コア項目の中から
4項目（リスクフォーカス、ビジネスへ
の方向性の一致、利害関係者管理、サー
ビス文化）のより詳細な分析結果を示し
ている。

図3：内部監査の価値とパフォーマンスに対する満足度
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パフォーマンス：該当項目において内部監査のパフォーマンスが良いと評価している回答者の比率
（ベース = 内部監査が該当項目を実施することを期待する回答者のみの比率）

CAEの期待

マネジメントの期待

役員会メンバーの期待

パフォーマンス

企業が直面
している
重要度の高い
リスクと問題点を
集中的に扱う

利害関係者の
期待値に
監査範囲と
監査計画の
方向性を
一致させる

企業の内部監査の
有効性を評価する

リスクフォーカスとビジネスへの方向性
の一致

今回の調査により、リスクフォーカス
とビジネスとの方向性の一致に関する
内部監査への期待については、役員会
メンバー、マネジメント、CAEの間で多
様な見解があることが分かった（図4）。
例えば、企業が直面している重要度の
高いリスクと問題点を集中的に扱うこと
は、内部監査のコア項目の一つであり、
ほとんどの利害関係者の期待である。
マネジメント（85％）、役員会メンバー
（90％）、CAE（96％）は、内部監査は
企業が直面している重要度の高いリス
クと問題点を集中的に扱うべきだという
期待については方向性の一致が見られ
る。しかし、内部監査がこの期待に対し
てどのくらいパフォーマンスが良いかに
ついては議論の余地がある。この項目
を内部監査に期待しているCAEの81％
が、内部監査のパフォーマンスが良い
と回答した一方で、それに同意したマネ	
ジメントはわずか63％であった。おそ
らく、このギャップが意味するのは、内
部監査は組織が直面している最も重大
なリスクに真に焦点を当てておらず、す
なわちこれらのリスクに関して利害関係
者と方向性が一致していないということ
であろう。あるいは、内部監査は適切
なリスクに焦点を当てているものの、こ
れらのリスクに対して効果的に対応で
きる能力を十分に持ち合わせていない
のかもしれない。本調査のインタビュー
の過程では、この二つのシナリオの両
方について議論された。

内部監査が内部統制の有効性を評価
するという期待についても、三者の期待
は一致している。この領域においては、
多くの内部監査部門が良いパフォーマン
スをあげている。およそマネジメントの
80％、CAEの90％、役員会メンバーの
90％が、内部監査部門は内部統制の有
効性評価に関し期待に沿っていると考え
ている。これは好ましい結果であり、内	
部監査部門が、財務、業務、コンプライ
アンスの統制テストといった基本的な“ア
シュアランスプロバイダー” への期待に
基づいて能力を向上させて高いパフォー
マンスをあげ、次に、“信頼されるアドバ
イザー” に向けての行程を意図的に設計
できるということを示唆している。

利害関係者の期待値に対し内部監査
が監査範囲や監査計画の方向性を一致
させるという期待については、CAEと利
害関係者は完全に同意しているわけでは
ない。CAEのうち94％が、この点が内部
監査部門の責務に含まれると考えている
一方で、同じ考えのマネジメントはわず
か85％、役員会メンバーは80％であっ
た。さらに、この期待に対するパフォー
マンスに関しては、見解が分かれてお
り、方向性の一致を期待しているCAEの
85％、マネジメントの68％、役員会メ
ンバーの76％が、内部監査のパフォー
マンスが良いと評価した。

図4：リスクフォーカスとビジネスとの方向性の一致に対する
         期待とパフォーマンス
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品質の改善と革新の促進が内部監査に
対する期待項目であるかについては、利
害関係者の見解にばらつきがみられた。
これを期待項目とみなしているのは役員
会メンバーの69％およびCAEの77％で
あるのに対し、この期待に同意している
マネジメントは56％であった。また、こ
れを期待項目とみなしている役員会メン
バーのうち、内部監査のパフォーマンス
が良いと評価しているのはわずか64％で
あった。

今回の調査によると、いくつかのステッ
プを経て、内部監査はより優れた部門と
なり得る。利害関係者の期待が非常にば
らついている場合、CAEは内部監査が利
害関係者の期待にどう応え、超えるか知
り得るだろうか？内部監査部門が、高い品
質を提供するために必要な能力およびス
キルを計画的に識別するためには、まず、
利害関係者の方向性を一致させ、包括的
かつターゲットを絞ったゴールを設定しな
ければならない。

利害関係者管理とサービス文化

利害関係者管理とクライアントサービ
ス文化に基づく品質提供の領域において、
内部監査に対する利害関係者の期待の方
向性はうまく一致していない。さらに、
この項目に対するパフォーマンスはかな
り低いことが理解できる（図5）。例えば、
CAEの89％が現在の問題あるいは新興の
問題についてマネジメントに適時に主体
的な助言を提供することを期待している。
また、マネジメントの81％がこれに同意
している。一方、この項目で内部監査の
パフォーマンスが良いと評価した回答者
の比率に関して、マネジメントとCAEの
回答比率に20ポイントのギャップがあっ
た（マネジメント：41％、CAE：61％）。

利害関係者との関係を構築し管理する
ことに関しては、CAEの77％が内部監査
に対する期待項目と考えているが、この
項目を内部監査に対する重要な期待と捉
えているのは、マネジメントの55％、役
員会メンバーのわずか36％であった。こ
の項目を内部監査に期待しているマネジ
メントの55％のうち、内部監査のパフォー
マンスが良いと評価しているのはわずか
54％であった。

組織が直面している主要な問題の特定
についても、重大な見解の相違が明らか
になった。CAEの79％が内部監査にはこ
の項目が期待されていると答えた一方で、
これに同意しているのはマネジメントの
わずか63％、役員会メンバーの65％で
あった。主要な問題の特定を内部監査に
対して期待するマネジメントのうち、内
部監査のパフォーマンスが良いと評価し
ているのはわずか39％であった。
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期待：内部監査に該当項目を期待する回答者の比率 （ベース = 調査の全回答者）

パフォーマンス：該当項目で内部監査のパフォーマンスが良いと評価している回答者の比率
（ベース = 内部監査が該当項目を実施することを期待する回答者のみの比率）

現在および将来の
問題について
マネジメントに
適時に主体的な
助言を提供する

利害関係者との
関係を構築し
管理する

組織が直面している
主要な問題を
特定する

品質の改善と
革新を促進する

マネジメントが
識別された発見事項を
理解し対処するのに
役立つために、
問題の根本原因を
特定し報告する

サービス志向のチームで
サービスを提供する
（例：期待に基づき利害
  関係者の満足度を測定
  する）

図5：利害関係者管理とサービス文化に対する
         期待とパフォーマンス
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価値創出のための土台を築く：
期待を拡大させる

CAEが利害関係者と方向性の一致を図
る際、価値の定義は個々の利害関係者に
よって異なるため、価値の土台が現在と
将来どのようなものであるかについて対
話をする必要がある。

期待の方向性を一致させ、適切な能力
を備えることで、内部監査部門は、“アシュ
アランスプロバイダー” であろうと “信
頼されるアドバイザー” であろうと、組
織に重要な価値を提供できる。今回の調
査結果によると、期待されている役割が
幅広である内部監査部門（信頼されるア
ドバイザー）は、重大な付加価値をもた
らしているとみなされていることが多い
ことが理解できる。これは、内部監査部
門がより幅広いスキルと能力を組織に提
供することができるからだと考えられる。
しかし、限定的な期待（伝統的な監査計
画を実行するという、“アシュアランスプ
ロバイダー” の役割に関する期待である
ことが多い）に対し良いパフォーマンス
をあげ、利害関係者から高く評価される
ことは難しいが可能であることが調査結
果により示された。いかなる期待（“ア	
シュアランスプロバイダー” か、“信頼さ
れるアドバイザー” か）を寄せられてい
るかにかかわらず、内部監査部門は、能
力とスキルを向上させて、組織により高
い価値を提供できる機会を有している。

内部監査への期待の幅が狭いが、それ
らの期待についてCAEがコンセンサスを
得てそれらの期待を満たすために内部監
査部門の能力の方向性を一致させている
ケースにおいては、内部監査部門は価値
を提供していると回答している利害関係
者もいる。これはいわば、入居者の限定
的な目的を満たすような、非常に効率的
に設計された建物を建てる建設業者に類

似している。パフォーマンス評価によると、
期待されている幅が限定的（すなわち “ア
シュアランスプロバイダー”）な内部監査
部門のうち、最も基本的な期待について
のパフォーマンスが良く、重要な価値を提
供しているのは26％にとどまった。一方、
55％が、パフォーマンスが悪く、ほんの少
しの価値しか提供しないと見られている。

これに対し、組織が内部監査に広範な
期待を持ち、内部監査が利害関係者の期
待に合う適切な能力に投資している場合
は、利害関係者の満足度およびパフォー
マンスはより高くなり、内部監査は “信頼
されるアドバイザー” と見なされる。内部
監査部門が “信頼されるアドバイザー” と
見なされている場合において、利害関係
者の67％が内部監査部門は重要な価値を
提供していると答えた。これは内部監査
への期待が“アシュアランスプロバイダー”
としての期待に限定されている時（33％）
の2倍である。さらに、内部監査が “信頼
されるアドバイザー”として見なされる時、
2倍以上の利害関係者が内部監査部門の
便益がコストをはるかに上回ると評価し
ている（図6）。

SPXのCFOJeremy Smeltser氏は「内部
監査が、ビジネスの変革の領域に関与
し、監査計画に新興のリスク領域を統合
し、ビジネス戦略の背後にあるリスクの
統制と完全性を監査することに期待して
いる。」と述べている。Smeltser氏はまた、	
「内部監査は組織上重要な立場にあるの
で、主体的に業務を行うことができる。
内部監査は全ビジネスレベルの意見を聴
取できるという利点を持っているので、

新規の課題が生じた時、常に関与するよ
う求められ、その見解を組織全体と共有
することができる。マネジメントは内部
監査部門の関与を期待している。」とも述
べている。SPXにおいては、“信頼される
アドバイザー” であることが、企業に対
し価値の保護を提供するという内部監査
の主要責任を損なうものではなく、まし
て内部監査部門の独立性を妨げるもので
もない。内部監査部門に対する期待が広
範でかつ利害関係者から支持されている
場合には、その広い期待を満たすために
能力の方向性を一致させ、組織の重大な
リスクに関し適切かつ考え抜かれた視点
を提供できる。利害関係者に対し高品質
の視点を提供し続ける能力があることで、
内部監査部門は組織の重要課題の検討に
参加することができる。そして、よりビジ
ネスに直結する視点を提供し、組織にとっ
て最も重要な課題に関し提供する価値を
高めることができる。

今回の調査の結果から、利害関係者が
期待を拡大し、内部監査がそれに応えて
能力を向上させる場合には、内部監査は
企業により高い価値を提供できることが
明らかになった。多目的利用のために建
築され設備が備わった建物がより多くの
入居者のニーズに応え、高い入居率を達
成するのと同様に、よりビジネスに関連
性のある内部監査部門は、増大する利害
関係者の満足を満たし、“信頼されるアド
バイザー” としての地位を得る。内部監
査を “信頼されるアドバイザー” として受
け入れている企業の間では、56％の企業
が、内部監査は重要な価値をもたらしパ
フォーマンスが良いと評価された。より

「CAEは、仕事を完了させるために『最良』のリソースを選択することが期待
されている。これには、監査チームの知識を向上させ、問題に対する異な
る視点を得るために、アウトソーシングの活用や内部監査で先駆的な立ち
位置にある者の協力を得ることも含まれている。私たちは内部監査における
多様な手法を学ぶために、コソーシングを活用している。」

—Melvin Flowers, Corporate Vice President of Internal 	
Audit, Microsoft, USA
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内部監査のパフォーマンスが良いと評価している回答者の比率

“信頼されるアドバイザー”はより高レベルのパフォーマンスを行う。

“信頼されるアドバイザー”は多くの場合、高度なスキルを持っている。

“信頼されるアドバイザー”は“アシュア
ランスプロバイダー”よりはるかに優れ
たパフォーマンスと価値を兼ね備える。

“信頼されるアドバイザー”は利害関
係者からより評価される。

図6：信頼されるアドバイザー像
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高い期待はより強固な能力を要求し、こ
れが、より高いパフォーマンスを引き出
す。さらに、期待の幅の広がりは、内部
監査がカバーするリスク領域が広がって
いることを暗示している。広範なリスク
領域をカバーすることで、内部監査がス
キルセットを向上させてビジネスへの関
連性を強めることができる。

青写真を描く：	
期待の方向性を一致させる

大きな建物であれ小さな建物であれ、
詳細な設計図を利用して建てられるの
と同じく、効果的に利益を生み出し、良
好に運営されている企業は、初期の既
定値ではなく、計画に基づいて経営され
る。他部門に対する期待と同様に内部監
査に対する期待は、目前の必要性に対
応するためにつぎはぎで形成されるべき
ではなく、慎重に作り上げられるべきで
ある。組織が内部監査の役割を再考し、
複数の利害関係者の期待に内部監査の
方向性を一致させた時に初めて、内部
監査部門はパフォーマンスを向上し、組
織に付加価値を提供することができる。

今回のインタビューで、自社の内部
監査が利害関係者の期待に対し高いパ
フォーマンスをあげており、組織から高
く評価されていると考えるCAEは、期待
を良く理解し、広くコミュニケ―ション
をとることが成功の基盤であると考えて
いる。内部監査は、その利害関係者の期
待と組織が直面している重大なリスクに
方向性を一致させなければならない。こ
れは、内部監査部門が戦略的に適切な
能力を開発し、パフォーマンスと価値を
向上するために欠かせない基本的な段
階である。

役員会メンバー、マネジメント、
CAE、さらには外部利害関係者（例えば、
規制当局や外部監査人）も含めた関係
者との対話や連携がなくしては、達成す
べき期待に沿うことはかなり難しくなる
だろう。CAEが利害関係者との関係を構
築し管理すべきか否かに関して、意見に
大きな相違があることについて、再検討
してみよう。

役員会メンバーとマネジメントは、利
害関係者との関係構築は内部監査の独
立性と相いれないと考えるかもしれな
い。マネジメントは、そのような関係に
よってもたらされる価値を理解できてい
ない可能性がある。この期待について、
最も高く評価される内部監査部門は、利
害関係者との関係の管理に焦点を当て
ていることが、今回の調査で明らかに
なっている。これは、CAEが利害関係者
から示された期待にただ従うべきだとい
うことではない。インタビューにおいて、
期待との方向性の一致を目指す過程は
CAEが主導すべきだが、多様な内部・外
部利害関係者と連携し、彼らの期待のバ
ランスを取る必要があるということがわ
かった。CAEが方向性一致に向けてプロ
セスを管理する一方、利害関係者は、内
部監査から提供される価値を高めたい
なら、このプロセスの設計に貢献できる
よう心構えをしておく必要がある。

これを達成するためには、内部監査と
利害関係者は、現在と将来のニーズ、そ
して規制当局と第二のディフェンスライ
ン、事業部門、リスク／コンプライアン
ス部門からの増大する期待とを主体的に
考慮しつつ、八つのコア項目に合わせて
期待値を設定しなければならない。

「組織の目標やリスクと内部監査部門の責務との方向性を一致させることは、
現状、主として内部監査部門長のスキルと監査役員会がどれだけ強力かに
大きく依存している。」

—Veronica Du Preez, audit committee member （various organiza-
tions） and former CEO, Institute of Internal Auditors, South Africa

青写真の構成要素：
期待に含まれる項目

PwCが利害関係者やCAEと実施した議
論と今回の調査の回答によると、効果的
な内部監査部門を構成するための八つの
コア項目の方向性を一致させることが重
要である（図7）。さらに、CAEはこの8項
目に関しどのように価値を提供するかと
いう特定の期待についての方向性を模索
し、一致させる必要がある。CAEは、より
具体的な期待値を設定するため、利害関
係者と十分に対話する必要がある。その
対話を通じて、CAEの役割と責任を明確
にし、サービスの範囲に関する利害関係
者の期待と彼らが組織への付加価値をど
う定義しているかが、より深く理解でき
るようになる。“信頼されるアドバイザー”
水準でのサービスが提供されるならば利
害関係者から見た価値が増大するという
ことが、明らかに証明されたので、CAEの
議論は、利害関係者が実際に内部監査に
必要な能力を開発してほしいか否かとい
う点に、焦点を当てるべきである。もし、
利害関係者が内部監査をこのように合目
的的に設計されることを望む場合には、
それに応えられるスキルを開発するタイ
ムスケジュールに関しても議論する必要
がある。

もちろん、内部監査に対する期待と内
部監査部門が八つのコア項目を提供する
ためにどう組織を構築するかについて全
ての主要な利害関係者が合意しているわ
けではない。したがって、CAEは、多様
な見解を集めるだけではなく、内部監査
が提供できる期待値の共通のベースを設
定するために、これらの見解を調整する
必要がある。



13より強固なパフォーマンスをデザインする：革新のための青写真 13より強固なパフォーマンスをデザインする：革新のための青写真

  

 

内部監査

ビジ
ネスを守る

測
定

可
能な価値を提

供

す
る
 

ビジネスとの
方向性の一致

リスク
フォーカス

人材最適化
モデル

利害関係者
管理

費用対効果

テクノロジー

サービス文化

品質と革新

図7：内部監査における八つのコア項目

費用対効果

人材配置モデルは、監査活動を効率的に完了す
るために、スタッフレベルや地理的な場所を変え
ながら、内部と外部リソースを効果的に活用する。

生産性は、最も費用対効果の高いサービスを提
供するために、積極的に測定され、管理される。

監査方法論とプロセスは費用対効果のために、
標準化・簡略化される。

監査のインフラへの投資は、練り上げられたROI
アプローチに基づいて実施される。

品質と革新

品質標準が定義され、内部監査部門の全活動
をカバーしている。

改善の機会を発見するために、公式な品質評
価が定期的に行われている。

革新が内部監査の文化に組み込まれており、
継続的に発展し、報いられている。

サービス文化

利害関係者の期待に基づいて
クライアント満足度を測定している。

全てのサービスは目的と価値の
バランスを取って提供される。

テクノロジー

データ分析が行われているため、事業領域と
方向性を一致させることが可能となり、また、
自動化を通じて効率よくテストを行うことが可
能となる。

データは、ビジネス上の課題と所見、改善提
案において深くかつ説得力ある情報を提供す
るために、利用される。

継続的な監査技法は、リスク兆候を初期に警
告するためおよび監査範囲を拡大するために
活用される。

関連する活動は、ガバナンス、リスク、コ
ンプライアンス（GRC）ツールの活用を通じ
て、効果的にコーディネートされる。

ビジネスとの方向性の一致

期待は明確に表現され、伝達されている。

内部監査は自らの目標および価値を定義し、
明示している。

公表された目標とビジョンへ向けての進捗を測
定するために、測定基準が開発されている。

リスクフォーカス

監査計画は、トップダウンの戦略的なアプロー
チとビジネスリスクを識別するためのボトム
アップアプローチとの両方に基づいている。

監査計画は企業と外部ビジネス環境の変化に
対応するために、常に更新されている。

新興リスクや全社リスクを含めて、企業の主要
リスクを評価するのに適切な時間と努力が費
やされている。

利害関係者管理

利害関係者は、内部監査が業務的に卓越してお
り、必要に応じ戦略的なサポートを提供している
と認識している。

期待、コミュニケーション戦略、タイムラインを含
んだ、内部監査の戦略的な計画が存在する。

内部監査は、一対一インタビューと調査票方式と
の両方を通じて、定期的に自部門に関するフィー
ドバックを求めている。

内部監査部門は、期待を定義し、監査の範囲を
共有するために、事業部門と調整している。

人材最適化モデル

要求される期待に合わせるため、核となる内部監査
と特定事項の専門家（ビジネス感覚を十分に有す
る者を含む）の適切な組み合わせが存在している。

コンフリクト管理とクリティカルシンキングに加
え、ビジネスや関連するリスクについての内部監
査の知識を向上させるための、継続的な学習と能
力開発モデルが存在する。

スタッフへのパフォーマンスフィードバックは、部
門のみならず、スタッフ自身の成長と能力開発を
促進するために行われる。
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多くのCAEは、自部門が “信頼されるア
ドバイザー” 水準に達するような幅広い期
待を合目的的に計画するために、このよ
うなステップを踏んでいる。その過程は
容易ではないものの、CAEは、自らの成功
の要因は方向性を一致させることと利害
関係者からの支援を得ることであると一
貫して考えている。小売業のNordstrom	
の内部監査副部長Dominique Vincenti氏
は、内部監査に対する期待は非常に幅広
いと述べる。彼女いわく、内部監査部門
には、戦略、業務、財務、またはコンプ
ライアンスに関連するどのリスクであろ
うと、組織全体にわたるリスクと統制に
関する見解を提供することが期待されて
いる。さらに、監査計画と2014年のリス
ク評価のテーマの大半が、新規テクノロ
ジー、新しい戦略イニシアチブの実行、
他の新興領域に関するものである、と述
べる。Nordstromの経営陣がこれらの新
領域について内部監査部門に常にアプ
ローチしてくるというわけではないが、同
社には経営陣と内部監査部門の方向性を
一致させるためのプロセスが存在し、こ
れにより重要なテーマが監査計画で集中
的に扱われている。

Vincenti氏は、“信頼されるアドバイザー”
になることが容易ではないことを認めて
いる。同社のマネジメントは、内部監査
がより多くの領域に関与することを要望
したため、これらの新領域も期待に含ま
れた。Vincenti氏は、役員会メンバーと
は完全に方向性が一致しているものの、
「マネジメントは何について自分たちが同
意しているか、はっきり理解していなかっ
た。」と指摘している。内部監査が監査範
囲を拡大し、以前に監査をしていない領
域での監査を始めた際、当初は不快感を
表明した者もおり、マネジメントとの適
切なパートナーシップの形成となぜ内部

監査が当該分野に関与したかというマネ
ジメントからの質問に答えるのに余分な
努力を費やす必要があった。

しかし、Vincenti氏は、過去12カ月間
を通じて、内部監査部門は「押し出され
るのではなく、引き入れられる」ように
なったと指摘している。内部監査部門が
知識と専門性を蓄積し、いくつかの非常
に重要なプロジェクトでその価値を証明
することで、その傾向は高まった。同社
の事例は、“信頼されるアドバイザー” の
立場になることはいわば旅路であり、内
部監査部門は、期待に応えられる適切な
能力開発と期待の幅の拡大を同時に実施
すべきであることを示している。これに
より旅路はより長くなるかもしれないが、
現在と将来の利害関係者の期待を一致さ
せることで、CAEは組織の重大なリスク
にフォーカスし、内部監査部門の価値と
ビジネスとの関連性を高めるために必要
な能力を識別し始めることができる。

内部監査に対する期待の幅について内
部監査部門と利害関係者が明確に合意し
た後は、内部監査部門はその範囲に合わ
せてしっかりと業務を実施することが重
要である。期待の方向性が一致した状態
からスタートすることで抵抗が減少する
はずである。しかし、利害衝突が起こる
場合もあるだろう。例えば、ある種の期
待に関してビジネス側は価値を見いださ
なくても、役員会や規制当局は価値を見
いだすかもしれない。さらに、内部監査
部門は利害関係者より優れた事例を理解
しているため、内部監査部門が提供する
価値に対して、より十分な情報に基づく
見解を提供できるかもしれない。CAEが
グローバルスタンダードで、またはそれ
に向けて内部監査を実施しており、期待
を定義しその方向性の明確な一致を目指

している限りは、利害関係者は、折に触
れてCAEに耳を傾け、信頼するべきだろ
う。期待が明確かつ協調的に定義されて
いるならば、内部監査はこれらの期待が
満たされるよう、リソースと活動を管理
するための権限が与えられるべきである。

将来のニーズを主体的に考慮し、変化
に対応する期待を設定する

今後18カ月にわたり、マネジメントは、
組織に重大な影響を与える市場の変革が
続くと想定している。PwCの「2014年 
Risk in Review」は、ビジネスに影響を
与える三つの大きな領域として、テクノ
ロジーの変化とそれに関連するITリスク、
規制のさらなる複雑化、急速に変化する
顧客のニーズと行動を挙げている。これ
らの変化に対応するために、企業は戦略
を調整し続け、時には、根本的なビジネ
ス変革を実施する。本調査回答者の4分
の3は、彼らの組織は既に変革に取り組ん
だ、現在取り組んでいる、または将来取
り組む予定であると答えている。市場変
化とそれに対応するビジネス変化の組み
合わせによりリスクは増加しており、マ
ネジメントの75％がリスクは増加し続け
ていると答えている。最大の価値を提供
する内部監査部門は、現状のリスク環境
のみならず新興のリスクに対しても、彼
らの役割の方向性を一致させている。リ
スクと変化のペースの相互関係が深まる
につれて、内部監査に対する期待を常に
調整し、継続的に方向性を一致させるこ
とは、重要な価値を最も重要なタイミン
グで獲得するためには欠かせない。

内部監査人協会の会長兼CEOである
Richard Chambers氏は、「内部監査は当
座のリスクに反射的に対応する傾向があ
る。」と述べる。その場しのぎのアプロー
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チでは、内部監査が組織にとって適切な
関連性を持つことは難しく、まして、組
織がどのように最も重大なリスクを低減
するかを評価するスキルを主体的に備え
ることは望めない。今回のインタビューに
おいて、利害関係者は、企業のリスクと
方向性が一致している時、内部監査はよ
り高い価値を提供するという見解を強調	
した。SprintのCFOJoe Euteneuer氏は、内
部監査部門の権限に関して、次のように
述べる。「内部監査の役割は、私たちがリ
スクを想定、評価、管理できるように主
体的に関与することにある。日常業務の
実施を通じビジネスと提携すること、そし
てリスクと統制に対する洞察を提供する
『アイデアの倉庫』となり企業の全体的な
メリットをもたらすことを期待している。」
方向性がきちんと一致している内部監査
部門は、企業にとって最も重要な領域の
リスク管理に客観的な視点をもたらす能
力を通じ、価値を提供している。

他のディフェンスラインや第三者と方向
性を一致させる

建物の建設には、入居予定者から安全
点検者、土地区画規制委員会にいたるま
で、直接のプロジェクトチーム以外にも
多数の関係者間の調整が必要である。役
員会メンバーやマネジメントに加えて、
第二ディフェンスラインも内部監査の主
要な利害関係者である。第二ディフェン
スラインには、会社のリスク管理に対す
る監視機能が含まれるため、内部監査が
第二ディフェンスラインと方向性を一致
させることは非常に重要である。他のディ
フェンスラインとの相互作用に関し “ア
シュアランスプロバイダー” と “信頼され
るアドバイザー” がどのように異なるかを
より詳しく理解するために、両者が利用
する戦術を評価した（図8）。

「内部監査部門はビジネスに関する会話に参加し、ビジネス上の目的を理解
していることを示す必要がある。内部監査部門がビジネスを理解しておらず、
マネジメントからの信頼を得られない場合、彼らはビジネスに関する会話に
参加できない。内部監査チームは変革し、既制概念にとらわれない人材を
採用する必要がある。現在求められるスキルは以前とは全く異なる。従来は、
最も優れた会計士を採用していた。現在は、優れた専門知識に加えて、コミュ
ニケーションや人の話を聞くのにたけた人材が求められる。内部監査部門が
自分たちの仕事はまず貸借対照表から始まると考えていたら、間違った方向
へ行ってしまうであろう。内部監査の仕事は、ビジネス目標と会社の方向性
を理解するところから始まる。ビジネス目的にフォーカスすることで、内部
監査は組織の重大なリスクに方向性を一致させられる。」

—Melvin Flowers, Corporate Vice President of Internal 	
Audit, Microsoft, USA
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新規リスクの発見または、組織のリスクプロ
ファイル変更に伴い、内部監査計画を変更する。

上位リスクについての見解を合わせるため、
内部監査部門とリスク管理部門間で定期的な
ミーティングを開催する。

組織のリスクプロファイルに基づき、
リソースを適切に配置する。

組織全体にわたる総合的なリスクへの見解と
十分なリスクカバレッジを構築する。

内部監査部門とリスク管理グループ間で、
それぞれの責任について具体的に合意する。

各ディフェンスラインによって実施された
テスト結果を相互に活用する。

企業リスクについて協議して管理するため、
第二および第三のディフェンスライン間の
継続的な相互関係を構築する。

10% 30% 50% 70%
各戦術を日常的に使っているとした
回答者の比率 アシュアランスプロバイダー 信頼されるアドバイザー

図8：内部監査が他のディフェンスラインと方向性を一致させるために利用する戦術
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「大局的な見地から、規制当局は、
規制監督においてリスク・ベース・ア
プローチを採用している。組織のリ
スクプロファイルの評価には、リス
ク管理と統制環境の有効性評価が
含まれている。内部監査は重要な第
三のディフェンスラインであり、従っ
て、内部監査の有効性は、組織の
リスクプロファイルと効果的なリスク
ガバナンスに対するマネジメントと役
員会の責任に関する私たちの見方に
直接の影響を与えている。」

—Carlo di Florio, Executive
Strategy, FINRA, USA

利害関係者に最適の価値を提供する
リーダーとして、“アシュアランスプロバ
イダー” と比べ、“信頼されるアドバイ
ザー” が一定の戦術を日常的に利用して
いる割合がはるかに高い。事実、今回調
査したほとんど全ての領域で、“信頼され
るアドバイザー”による戦術の利用度は“ア
シュアランスプロバイダー” の2倍である。
「Risk in Review」の調査を通じ、全社的
リスク管理の監視機能が次第に成熟して
きていることが確認された。これらの機
能の成熟に伴い、全ての内部監査部門は、
第二ディフェンスラインとより協調的に
相互に影響を及ぼすため、“信頼されるア
ドバイザー” に倣って、これらの戦術を
活用する計画を立てることが可能になる
だろう。

企業の全社的リスク管理機能の成熟度
にかかわらずとることのできる単純な手
段としては、全社的リスクの共通定義の
利用、第三ディフェンスラインとしての
内部監査部門の役割・責任と第二ディフェ
ンスラインの役割・責任に関する期待の
明確化、持続的な協働プランの設計が含
まれる。

内部監査部門に対する第三者の期待も
同様に考慮しなければならない。今回の
調査の一環として実施した利害関係者と
CAEとのインタビューに加えて、規制当局
の期待が内部監査に与える影響について
「外部」の見解を得るために、特定の規
制当局の高官とのインタビューも行った。
一般的には、伝統的な規制業種（例えば、
金融、医療）を対象とするか複数の業種
を対象とするかにかかわらず、規制当局
は、図7で説明された八つのコア項目を内
部監査が実施するべきであるという点で
合意している。

PwCの考察によると、規制当局は、内
部監査が新興リスクと他の変革領域に関
与することの必要性を強調しており、内
部監査により高い信頼を置くつもりであ
ることが明らかである。規制当局はまた、
内部監査チームがより専門性が高い人材
をチームに含め、企業全体の重要な構成
員とより効果的なコミュニケーションライ
ンを設けることの必要性を強調している。
最後に、規制当局は、内部監査が独立性
を維持しつつも、ビジネスと部門をまた
いでマクロ的、全社的な視点を持ち、重
要な取り組みに関与するという独特なポ
ジションを生かす重要性を強調した。

今回のインタビューとPwCのこれまで
の経験から、規制当局が内部監査により

多くのものを期待していることは明らか
である。しかし、本年度の調査によると、
この期待は内部監査が注視する領域に重
要な影響を与えるまでに至っていない。
規制当局の期待がどの程度内部監査に影
響を与えるかと問われた際、ほとんどの
回答者はその影響は大きくはないと考え
ていた。しかし、役員会メンバーは、内
部監査に対する規制当局の影響を、CAE
よりもはるかに大きくとらえている。規制
当局の影響に関するこのような見解の不
一致は、関係する規制当局の期待につい
てさらなる考察が必要であることを示し
ている。

多くの回答者が規制当局の影響を大き
くないと考えているものの、今回の調査
データとインタビューから、内部監査部
門が規制当局の期待に応えるために多様
なアプローチを採用していることが確認
された。全調査回答者の29％が、規制当
局の期待に合わせるために増員を行い、
40％が必要なスキルを得るために第三者
の利用を増やしたとしている。

増大する規制当局の期待に応えるため
にNordstromが採用した初期のアプロー
チは、スキルが確立した後に「適切な規模」
のリソースを保つ目的で、早急に人員を
増やすことであった。

その強化の一部として、Nordstromは
規制コンプライアンス対応すべく、業務
監査人のスキルから、必要とされるスキ
ルの種類について見直しをしている。例
えば、Nordstromは、内部監査部門に弁
護士を採用し、監査人としての研修を行っ
ている。内部監査担当Vice Presidentであ
るDominique Vincenti氏は次のように述
べる。「彼らはうまく適応し、規制当局の
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「内部監査が効果的であるためには、ビジネスから尊重される必要がある。
尊重されるには、内部監査は正しい態度を取る必要がある。私たちはビジネ
ス側および組織の外部から優れた人材を内部監査部門に配置するローテー
ション計画を立てた。これは内部監査部門内で幅広いビジネス知識を蓄積
することに役立つし、ビジネスサイドが統制スキルおよび企業価値を拡大し
続けるのにも資する。私たちは、内部監査リソースを補充するためにコソー
シングも利用する。コソーシングは、ローテーションプログラムを補完し、
特定の状況で必要となる、私たちが有していない人員や専門的なスキルをカ
バーしてくれる。」

̶Jeremy Smeltser, CFO, SPX, USA

裁定が理解でき、弁護士を雇用するとい
うこのプランは本当にうまくいった。専門
家の水準で法律を文言とその含意の両方
を理解する者がいるということは、マネ
ジメントや規制当局の検査官からの信頼
につながっている。」

フォーチュン50のある会社のコンプラ
イアンス担当執行役員によると、組織が
直面する広範で複雑でグローバルなコン
プライアンスリスクをより主体的に管理
するために、コンプライアンス部門は、
コンプライアンス監査プログラムに関し
内部監査の支援を求めた。同様に、内
部監査部門は、コソーシングのプロバイ
ダーから監査対象事項に関する専門家を
調達し、コンプライアンス監査チームを
組成した。このチームは、コンプライア
ンス担当執行役員のコンプライアンス・
モニタリング・プログラムを支援するた
めに、コンプライアンス監査を実施して
グローバル・コンプライアンス・ポリシー
への遵守を評価することが唯一の使命と
なっている。

どの産業にも固有の規制の影響はある
が、役員会メンバー、マネジメント、CAE
は自社に対する規制当局の具体的な期待
を理解し、必要に応じて、その期待に合
わせて自分たちの期待をデザインする必
要がある。変革と複雑性を効果的に管理
し、組織のコンプライアンスを確保する
ため、CAEは自社に適用がある規制要件
を定期的に再評価しなければならない。

建造の準備をする：期待に応え
られる能力を開発する

幅広い期待と重大なリスクに方向性を
一致させることは、内部監査部門がビジ
ネスへの関連性と価値を向上するための
重要な一歩である。しかし、このように
新たに方向性を一致させた期待に対し継
続的に測定可能で強力なパフォーマンス
をあげることは、結局は内部監査の価値
を向上させ、内部監査が期待値を拡大す
るための機会を提供する。これは、革新
的な解決案と能力の向上を通じてのみ成
し遂げられることである。

適切な建築資材を選択する

多くの内部監査チームにとって、期待
に対し高品質のパフォーマンスをあげる
には、新しく革新的な解決案へ継続的
に投資をしなければならない。Googleの
CAE、Lisa Lee氏は次のように述べる。「テ
クノロジー企業として、私たちは革新し
続け、変化する環境に適応する必要があ
る。このため、私たちは変動するリスク
を検討するため、コンサルティング型の
内部監査または自社ビジネスの最前線を
支援するアドバザリーサービスにより多
くの時間を割くようになった。これらの
監査はマネジメントと密な協力の下で提
供しており、最終成果物が定義される前
のプロセスを通じて彼らが統制とリスク
について検討するのに寄与している。私

たちは、マネジメントが内部監査におい
て最も価値を見いだしている将来志向
の監査に多くの時間を割き続けているの
で、伝統的な取引に対するアシュアラン
ス監査もしくは過去志向の監査もより多
く実施するためには、バランスの調整が
必要である。私たちは、将来志向の監査
により十分な時間を割くために、過去志
向の監査を補完するデータ分析を活用す
ることに関心を持ち始めた。」

過去数年にわたり、Bank of the West
の内部監査部門は、検出事項そのものよ
りも統制ギャップと根本原因により焦点
を当てるために、レポートのフォーマッ
トを大きく変えている。

Bank of the Westの監査ディレクター、
David Fong氏によると、「内部監査でずっ
とキャリアを積んできた監査人が監査と
監査テストにおいて異なる視点を持つよ
う訓練するのは簡単ではなかった。」こ
の課題に対応するため、同社の内部監査
部門は、各機能領域で挑戦し、適切な
スキルを開発できる経験豊かなディレク
ターを増員した。フォン氏は次のように
述べる。「組織で確実な地位を確立する
ためには、そのための努力をすべきであ
る。それは、統制ギャップと根本原因に
関して新たな視点をもたらす監査の実施
に適した人材を配置することで可能にな
るだろう。」
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「私たちは新しい市場に対して上海、サンパウロに地域の監査事務室を設置
している。これにより、全世界の各内部監査チームが一貫性のある監査ア
プローチを維持しながら、内部監査が地域の事業部門により近づき、地域
の状況に関する知識を獲得し、地域人材を開発することが可能になった。
アプローチの一貫性を確保しつつも、エンゲージメントの人員配置はグロー
バルであるべきである。」

—Valerie Moumdjian, CAE, Solvay, Belgium

主導的な組織は、内部監査部門がシッ
クスシグマ（Six Sigma）のような継続
的な改善手法を用いることで、パフォー
マンスを次のレベルに引き上げ続け得
ることを証明している。Progressive 
Corporationは、内部監査パフォーマン
スを改善するという特定の目的で、シッ
クスシグマの訓練を受けた人材を監査
マネージャーとして最近採用した。彼ら
は、自社の環境に適切な概念を適用して、
シックスシグマの内部監査に関連する側
面のみを利用している。初めは懐疑的で
あったが、監査チームはその便益を見つ
けている。現在は、監査人はプロセスを
より理解し、プロセス改善と根本原因の
分析に絶えず焦点を当てている。さらに、
彼らはデータと統計分析で発見事項を裏
付けている。シックスシグマ手法の導入
によって、内部監査部門はプロセスがど
のように統制されるかについて理解が向
上し、発見事項と改善提案が改善に向け
てうまく受け入れられることで、監査人
と被監査対象部門との協力関係を改善す
ることもできるようになった。

最も重要な建築資材：スキルセット

内部監査部門は、高品質のパフォーマ
ンスを通じて価値を創造している。これ
を可能にするには、組織が現在どこにい
るかを理解し、将来進むべき場所に誘導
する適切な能力を持つことである。利害
関係者と十分に方向性が一致した強固な
期待を設定することにより、内部監査部
門が現状の能力を評価して、ギャップを
識別できるフレームワークを提供する。

ほとんど全ての内部監査部門が必要な人
員数を毎年評定しているが、利害関係者
の期待に方向性を一致するような特定の
スキルセットに関して必要な現在と将来
のリソースについては必ずしも評定でき
ていない。このようなギャップ評価は、内
部監査部門が従来から適用してきたもの
とは全く異なる人材モデルかもしれない。
いったんこのスキルセット評価が完了し
たら、適切なスキルセットを得るために
十分検討の上で設計された計画を実行に
移せるだろう。

“信頼されるアドバイザー” である内部
監査部門の利害関係者は、内部監査部門
が財務統制、不正・倫理、IT全般といっ
た分野にとどまらず、サイバーセキュリ
ティ、事業の継続性、個人情報保護、特
定のITプラットホームといった重要なビ
ジネスリスク分野にも彼らのスキルを拡
大すべきだと考えている。例えば、“アシュ
アランスプロバイダー” の利害関係者の
48％に比べ、“信頼されるアドバイザー”
の利害関係者の70％（22％の相違）が、
内部監査部門は、特定のITプラットホー
ム（例：SAP、オラクル、PeopleSoft）に
関するスキルを持っていると考えている。
個人情報保護や事業の継続性に関するス
キル分野でも同様の相違が見られる。“信
頼されるアドバイザー” の利害関係者の
80％以上が内部監査部門は当該スキルを
持っていると答えた一方で、“アシュアラ
ンスプロバイダー” の利害関係者のわず
か56％が同様の回答をした。“信頼される
アドバイザー” は最初からそのようなス
キルを獲得していたのではなく、むしろ、

企業内部で異なるスキルを持つ人材を募
るか、あるいはコソーシングを活用する
かによって、組織から最大限に価値を評
価されるスキルセットを得るための計画
を意図的に設計した結果である（図6）。

今回の調査とインタビューで、CAEは
転職率の増加と特定事項の専門的スキル
の欠如を問題として指摘したが、彼らは、
組織のリスクに応えられるスキルを持つ
人材は、効果的な機能を果たすための基
本的要素であることも指摘している。こ
の点についてより詳しく見ると、上述し
たCAEの大多数は、今後12カ月の間、リ
ソースを増やすつもりではなく、その代
りに既存のリソースをより活用する予定
であると回答した。調査結果によると、
このアプローチは利害関係者にも認識さ
れている。マネジメントの半分以下（49％）
が内部監査部門は利害関係者のニーズに
合う適切なレベルの人材と適切な専門家
を獲得、教育、調達していると考えている。
適切な人材モデルが期待を実現するのに
不可欠であるため、内部監査部門のスキ
ルセット開発に関する利害関係者の見解
と全体的なパフォーマンスに関する彼ら
の見解に相互関係があることはもっとも
であろう。CAEはその機能を設計する責
任があるため、利害関係者と必要なスキ
ルセットに関して正面から議論すべきで
ある。利害関係者としては、内部監査部
門との会話にオープンに向き合い、必要
とされる潜在的な投資や変化に関して支
援しなければならない。
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「私たちは、最新の規制当局の要請
に基づいたグッドプラクティスと機会
領域に内部監査がハイライトするこ
とを期待している。私たちは、内部
監査部門に対して、想定される規制
の変化、これらの変化が私たちの業
務に与える影響、さらにこれらの変
化に対する私たちの準備に関して、彼
らの見解と洞察を提供するよう要請
している。」

—Raman SK, COO and 	
board member （Finance Head）, 
Kemwell Biopharma, India

定義された期待設定に対してリソース
とスキルを絶えず評価している内部監査
部門は、それに応じた投資に関して利害
関係者から支援が得られ、彼らの組織に
関連する高品質のサービスが提供できる
ようになる。どの企業も拡大、変革して
いるので、あらゆるビジネス領域のリー
ダーたちは、これらの変革に歩調を合わ
せるために、主体的に対処している。基
本的な期待か、より戦略的な期待である
かにかかわらず、内部監査部門もこのよ
うな主体的なアプローチを取るべきであ
る。

多くの内部監査部門は、短期間でスキ
ルセットのギャップを補うために特定事
項の専門家を活用することで、期待を実
現することができると認識している。こ
れは、どのように人材を調達しリソース
を開発するかについて新たな発想が多
くの組織で必要であるとする戦略であ
る。インタビューした数名のCAEは、内
部監査部門にはない必要なスキルを導入
するために、コソーシングの利用に目を
向けていることを表明した。Educational 
Testing Serviceはスキルセットや人材配
置アプローチに取り組んでいる企業であ
る。CFOのJack Hayon氏は、そのアプロー
チについて、次のようにうまくまとめてい
る。「今日では、小規模で変化がない内部
監査部門は、企業が直面している複雑な
リスクを管理するために必要なスキルを
持っておらず、FCPA、ITセキュリティ、デー
タ、PII、国際リスクなどについて理解し
ていない。そのようなグループは、彼ら
が慣れ親しんだ監査だけをする傾向があ
る。彼らが伝統的な領域以外の監査に進
む場合、必要なスキルやアプローチを持
ち合わせていないことに気づくことがあ

る。限られたスキルしかない小規模内部
監査部門は、企業にとって、むしろ有害
な存在であろう。」Hayon氏は、コソー
シングを活用することで、内部監査部門
は、必要な時に適切なスキルを調達する
ことで、より幅広い期待設定に対して価
値をもたらすことを実証することが可能
になったと述べている。Hayon氏による
と、内部監査部門は、日常的に価値を提
供しており、今では、問題が生じた際には、
マネジメントは内部監査部門の関与を求
めている。

期待に応えるために、多くのCAEは、
適切な人材モデルをどう開発するかにつ
いて、利害関係者からより明確な回答を
求めている。今回の調査では、引き続き
以下のような回答があった。公式なロー
テーションとゲスト監査プログラム、伝
統的な財務会計や外部監査経験に限らな
いで採用活動を拡大すること、より優れ
た監査手法とスキルを獲得するためのコ
ソーシングや正当な理由があれば監査機	
能のフルアウトソーシング。Caterpillarの
CAE Amy Campbell氏は、「コソーシング
によって、私たちが必要な分野で必要な
時に、特定事項の監査専門家の手当をし
ている。特定事項の監査専門家と社内の
ビジネスの専門家とを組み合わせること
は、利害関係者の期待を実現するために
必要な能力にとって不可欠である。」と述
べている。
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「チームのデータ分析領域での改革は、Australia Postでの私たちのアプ
ローチに大きな目に見える変化をもたらした。提供する価値が著しく改善し、
チームが主要なプロセスを定期的かつ効率的に監査することができるように
なった。いくつかの事例で、私たちは事業部がリアルタイムでリスクを管理
することを支援するために、彼らにテスト業務を移管した。データ分析のお
かげで、私たちはより多くの監査を実施し、大きな保証を提供している。」

―Greg Evans, General Manager, Internal Audit, Australia Post, 	
Australia

るアプローチは、内部監査の権限と組織
内の役割や提供することが必要な期待に
ついて、CAE、マネジメント、監査委員
会議長とその他の利害関係者の間で全員
を含めて議論することである。このよう
な議論には、ビジネス環境の中で組織の
変化するニーズと変革を考慮して、内部
監査に対する期待に方向性を一致し続け
られるように少なくとも年1回は開催され
る会議も含まれる（図9）。

インタビュー参加者は、期待とパフォー
マンスについてコミュニケーションをす
るのに常に役立つ独自のアプローチを提
示していた。例えば、利害関係者と一緒
に統合されたワーキンググループに定期
的に参加したり、事業部のマネジメント
と四半期でミーティングをしたり、ビジ
ネス経験が豊富な者を内部監査部門で活
用したり、業務担当役員と一対一の議論
をすることである。

青写真を共有する：内部監査の
コミュニケーション戦略

包括的なコミュニケーションプランは、
内部監査が定義された期待値の設定に方
向性を一致し続けるために重大な要素で
ある。主導的な内部監査部門は、期待に
関する合意と期待に応えるために必要な
能力を獲得し、保持するために、全ての
利害関係者にわたるコミュニケーション
戦略を策定している。

組織にとって“信頼されるアドバイザー”
と見なされるCAEは、コミュニケーション
戦略に多角的な戦術を採用している。こ
れらのCAEの間で、最も重要と考えられ
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図9：主導的な内部監査部門によって利用されるコミュニケーション戦術
（戦術が重要もしくは非常に重要と回答した“信頼されるアドバイザー”たるCAEの比率）
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「企業に対する私たち独特の視点に
より、内部監査は変革推進者になれ
るとてつもない機会を持っている。
月次や四半期の会議を通じて、私た
ちは、全社と業界で起きていること
の状況を把握しており、主要なイニ
シアチブ、決定、プロセスに関して
リアルタイムに所見や改善提案を提
供している。」

―Michael Jenkins, Vice 	
President Internal Audit, 	
The Gap, USA

SprintのCAE Karen Begelfer氏によると、
内部監査の権限について話し合うことは、
継続的なプロセスである。彼女は、内部
監査の役割に方向性を一致させることは、
全社にわたる内部監査の強力な情報共有
プロセスによるものである、と述べており、
チームが「出歩いてできるだけ多くの人
と会って話すことによって仕事を探して
いる。」と認めている。Begelfer氏は、四
半期に1回、イニシアチブ、リスク、トレ
ンドについて議論をするために、CEO直
属の部下と会っている。内部監査のマネー
ジャーは、同様に四半期に1回、同クラス
の利害関係者たちと会っている。

利害関係者と期待や責任について定期
的に話し合うことにより、CAEは土台を設
定することができる。青写真に基づいて
建設を遂行し、利害関係者に進捗報告す
ることに建築者が責任を持つように、内
部監査は利害関係者の期待に対するパ
フォーマンスや価値をモニタリング、追
跡、報告すべきである。パフォーマンス
と価値をモニタリング、追跡することに
よって、利害関係者は、内部監査が何を

うまく実行しているかを確認することが
でき、価値を見いだせるところはどこか、
パフォーマンスギャップが存在するのは
どこかを内部監査にフィードバックする
ことができる。パフォーマンスギャップ
に取り組んでいる内部監査部門にとって、
パフォーマンスの改善計画が策定され、
当該計画への密接で頻繁なモニタリング
が行われ、パフォーマンスを改善するた
めのマイルストーンも設定されなければ
ならない。

今回の調査では、“アシュアランスプロ
バイダー” のレベルの働きをしている内部
監査部門は、監査計画や監査範囲を無事
完了させたという伝統的な価値尺度をしば
しば利害関係者に報告している事が理解
できた。これに対し、“信頼されるアドバ
イザー” は、提供する改善提案や新たに起
こる問題への関与を通じて、組織にもたら
す価値を伝えることに注力している。私た
ちのインタビューでは、組織を改善するた
めに統制環境を変革することの影響につ
いて追跡し、伝えている内部監査部門が
いくつかあることも認識している（図10）。

図10：内部監査がその価値を伝達している方法

• 	�主要なイニシアチブや新興リスク（新システム、買収、売却、新製品、新規制などを含む）に関与し価値を提供する

• 	�組織に対する主要な問題と重大なリスク領域について、内部監査部門がマクロな見解を提供する能力

• 	�内部監査部門が、継続的に統制環境全般の改善に影響力を発揮することで、組織の「変革推進者」となる能力

• 	�毎年実施する「顧客の声」調査

• 	�内部監査部門が役員会やマネジメントからの質問に回答する能力

• 	�提供する改善提案の価値

• 	�内部監査部門の改善提案や発見事項に基づく、費用削減や収益増大
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取るべき行動

実体があって価値のあるものを築く時、
世界的な超高層ビルであれ世界一流の監
査組織であれ、建築者は他からのインプッ
トを必要とする。ビジョンを設定する経
営者、ニーズを表現するクライアント、
ニーズに合った能力あるいは期待を超え
る能力を持つ労働者、そして、完成に至
るさまざまな場面を通じて品質と安全へ
の助言をする検査官。責任の所在は最終
的には建築者に残るものの、構築プロセ
スはグループとしての努力である。期待
への方向性の一致、提供する能力への投
資、よく設計されたコミュニケーション
プランがなくては、内部監査は、最適な
パフォーマンスと現実的で測定可能で有
益な価値の提供を実現できない。

今回の調査では、より戦略的な期待に
対して提供すべき機会とリソースを与え
られたCAEは、その組織と密接に連携し
ており、一方で利害関係者は内部監査か
ら大きな価値を受け取ると報告している。
CAEの圧倒的多数は価値を提供する機能
を構築するためにできることを実施して
いるものの、一方で利害関係者の期待
と方向性が一致しないようなリソースと
プロセスで機能を構築しようとしている
CAEも多数見受けられた。意図的な行動
を通じて、“信頼されるアドバイザー” は
彼らの期待と得られた結果を広く対話す
ることで、利害関係者の期待を実現する
ようリソースの合致に注力している。

CAEは、協働を主導し、利害関係者の
期待に関して合意を得ることによって、
意図的に自社の内部監査機能を設計しな
ければならない。しかしながら、ほとん
どの組織が直面する複雑で変化の絶えな
いリスク環境の中で、マネジメントと役
員会メンバーは、内部監査機能の設計に
対して積極的な意見を持つことも必要で
ある。また、スキルセットに対する投資
への潜在的な要求を支援し、内部監査が
組織への価値提供に焦点を当てるよう奨
励することも必要である。

これを遂行するために、私たちは具体
的な行動を提案する。

CAE：デザインおよびコミュニケーショ
ンプランを主導する

• �内部監査に対する利害関係者の期待は
何か、どのようにしてその期待を満た
すかについて見解を明らかにすること
によって主導する。期待設定の詳細レ
ベルは、内部監査規程に含まれる項目
よりきめ細かいものであるべきである。
私たちの調査では、利害関係者にとっ
て最も大切なことに焦点を当てるよう合
目的的に設計された機能が、より価値
を提供していることを示し続けている。

• �現有能力に対して必要とされるスキル
セットを評価して、能力ギャップに対
処するためのマイルストーンや指標を
含む行動計画を策定するため、期待値
設定の方向性を一致させ、主導する。
必要とされるリソースへの投資をする
ために、利害関係者からの支援を受け
る、もしくは現有能力で実現可能な期
待値に修正する。

ビジネスへの提言

• �示唆された期待値の集合体に対して合
目的的に方向性を一致させるためのコ
ミュニケーションプランを作成するこ
とで主導する。私たちは、内部監査に
対する目的や期待が利害関係者によっ
て異なるであろうことを認識している。
完全な方向性の一致は実現できないか
もしれないが、内部監査が実行しよう
としていることの青写真が全ての利害
関係者に対して明確に伝達されるべき
である。

• �利害関係者の期待に方向性を一致し
続けるために、内部監査機能の設計や
アプローチを定期的に再評価する努力
で主導する。これは、期待に対するパ
フォーマンスに対して、また提供して
いる価値を利害関係者に確認するため
のコミュニケーションプランの遂行を
定期的にモニタリングすることで実行
されることが多い。

役員会メンバー：主体的に情報を提供
し、計画を承認する

• �もし能力の範囲内の期待がより戦略的
な性質を持ち、組織の最も重要なリス
クと方向性がうまく一致するとしたら、
内部監査が提供でき得る価値や先進的
な実務を理解した上で、役員会の期待
に関する情報を主体的に提供する。

• �内部監査に対する役員会の期待をマネ
ジメントに情報提供して、彼らがCAE 
に対してガイダンスを提供し、期待に
方向性が一致するよう促す。

• �内部監査が短期と長期の戦略的計画を
達成するためにどのように考えている
かについて、情報を提供する。当該計
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画には、役員会の期待に応えるため、
スキルセットやプロセスに対する投資
の必要性を含んでいる。

• �いつどのようにCAEは役員会とコミュ
ニケーションをとるべきかについて情
報を提供する。多くの組織では、CAE
は役員会に対して直接報告をするが、
CAEが別途特定の役員に対して説明責
任を負う場合もある。この仕組みが実
現する健全なガバナンスを認識した上
で、CAEが定期的に（四半期より高い
頻度で）役員会とコミュニケーション
をとるよう促し、また、障壁を取り除
くことでこの対話を実りのあるものと
するよう支援する。

• �期待に対する進捗を内部監査に対し
ていつどのように報告してほしいか、
CAEに情報を提供する。「時間どおり、
予算どおり」のタイプの報告で満足し
てはいけない。役員会はより多くを期
待し、内部監査はより多くを提供すべ
きである。

• �合意したデザインについて監査委員会
からの承認を与える。

マネジメント：デザインを支援する

• �全てのマネジメントの期待が最終的な
青写真に取り入れられるものではない
ことを認識して、期待を明確に伝え、
期待値の設定に方向性を一致させるた
めに連携して業務を行うことによって、
デザインを支援する。

• �伝統的ではない領域に内部監査を関与
させるというアイデアを支援し、内部
機能がもたらす新しい見解やフィード

バックを尊重する。内部監査の能力が
進化しているとの考えを受容する。ま
た、適切に方向性が一致し、リソース
の手当ができれば、より広範で戦略的
なイニシアチブを実現して、重要な価
値を創造することができるという意見
を容認する。私たちはこの努力が困難
を伴い時には満足できるものではない
であろうことを認識しているが、今回
の調査では、内部監査が “信頼される
アドバイザー” の立場に向かう場合に、
利害関係者が大きな価値を得られると
いうことを明確に示している。

• �スキルセットの方向性を、ビジネスリ
スクや方向性が一致した期待値の設定
と一致させるような取り組みを支援す
る。私たちは費用削減への圧力が存在
していることを理解していて、全ての
新規投資がそのまま完全に承認される
ことを支持するものではない。私たち
は、役員会がフルタイムに相当する人
員のような伝統的領域に限った議論を
するよりは、スキルセットのギャップ
や期待値に方向性を一致させることに
ついて対話を始めるよう提案する。

• �継続的なコミュニケーションのニーズ
を支援し、役員会メンバーやマネジメ
ントのさまざまなメンバーと定期的な
対話を持つようCAEに提案する。

• �期待に沿っているかを測定する基準を
内部監査が開発する努力を支援し、統
制に関する定型的な報告以上のものを
期待する。“信頼されるアドバイザー”
機能は監視する想定基準の中で進行し
ている。内部監査部門がスコアカード
の改善ができるか、その説明責任をも
てるかどうかを考慮する。

今日のビジネス環境において、変革の
速度はとても早く、同じアプローチや同
じリソースではより多くのことを試みた
り実行したりすることはできない。私た
ちの調査と経験によれば、内部監査の期
待に方向性を一致させること、もたらさ
れる価値を巡って忌憚のない議論を行い、
そうあってほしいというニーズのある能
力について率直に話すことによって、内
部監査部門が組織で高い評価を得る結果
につながるだろう。

事業部門は、毎年営業グループの売上
目標を調整する。製造業では、歩留まり
と生産力改善へ向けて年度目標を設定す
る。他の機能が世界一流になるべく努力
するように、ビジネスとともに発展し続
ける利害関係者の期待値の方向性が一致
するよう、意図的な戦略を通じて、内部
監査も組織を発展させ続けなくてはなら
ない。変化の後で対応するのではなく、
これらの変化する期待値に対して継続的
に能力を発展させ拡充することを通じて、
期待に応えることにより、内部監査は、
たとえビジネスがどのような戦略や方向
性を追及しようとも、よりビジネスと関連
性を持つようになり、また持ち続けるこ
とを可能にするだろう。

デザインによって高いパフォーマンス
を発揮しているか？
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2014年内部監査全世界実態調査は、質
量を兼ね備えた調査である。オンライン
調査を2013年秋に実施し、1,920名の経
営者から回答を得た。回答者の大多数
はCAEと直属の部下であり、残りは、監
査委員会議長や役員会メンバー、CEO、
CFO、リスク担当役員、コンプライアンス
担当役員、法務担当役員が含まれている。
24業種・37カ国に及ぶさまざまな規模・
業種の企業を代表して調査にご参加いた
だいた。

さまざまな観点やリーディングプラク
ティスに関する定性的なデータを収集す
るために、PwCは、北米、欧州、豪州、

アジアにおいて、125名以上の利害関係
者やCAEと一対一のインタビューを実施
した。より定性的な観点を展開するため
に、さまざまな事業規模、業種、地域に
おける多数のクライアントへの内部監査
サービス提供の経験を活用している。本
年度の調査にご協力いただいた全ての回
答者の皆さま方にお礼申し上げる。皆さ
まの観点は大変貴重なものであり、心よ
り感謝申し上げる。

本報告書において、“信頼されるアドバ
イザー” とした回答者の部分集合にも言
及している。このグループは、調査サン
プルの24％を構成し、業種、地域、事業

規模をバランスよく表している。当グルー
プは、内部監査から受け取る価値に最も
適合するものとして以下の定義を回答し
ている。―「内部監査は、単に監査計画
を効果的かつ効率的に遂行するだけでな
く、付加価値のあるサービスや主体的で
戦略的なアドバイスをビジネスに対して
提供する。」同様に、私たちの調査で “ア
シュアランスプロバイダー” として言及さ
れたグループ（回答者の13％を占める）は、
内部監査から受け取る価値に最も適合す
るものとして「監査計画を効果的かつ効
率的に遂行し、その結果としての発見事
項を伝達する。」という定義を選択してい
る。

参考資料A：本調査の概要

27% 22%
15% 10%

6%

10%

73%

1%

21%

51%

7%
2% 4%

14%

50%

14%

38%

11%

8%

8%

8%
業種分類 年間総売上（USD） 本社所在地 回答者の組織内での役割

金融サービス（FS）

消費・製造・サービス（CIPS）

テクノロジー・情報・通信・
エンターテインメント（TICE）

ヘルスケア（HC）

政府関連・公的機関

その他

小規模：5億米ドル未満

中規模：5億米ドル‐10億米ドル未満

大規模：10億米ドル‐200億米ドル未満

超大規模：200億米ドル以上

アジア太平洋

欧州

北米

中東・アフリカ

中南米

その他

役員会メンバーとマネジメント

リスク担当役員と
コンプライアンス担当役員

経理財務

内部監査

その他

図11：回答者の属性分布
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全般的にリスクが増加している。この
傾向は回答者の4分の3（75％）によっ
て認知され、昨年度の調査でも81％が同
じ回答をしており、それが続いている。
ニュースで景気回復に焦点を当て、世界
の多くの地域で緊縮財政に移行する一方
で、経営トップの関心はシフトしている。
今後18カ月間で変化の主要な要因として
世界的な経済変化と経済不安を上位にし
ているのは、回答者のわずか42％であっ
た。それに代わって、今後18カ月間で組
織に対する最も影響力のある変化の要因
として、テクノロジーの変化とITリスクが
回答された（58％）。（図12）

これに加えて他の強力な市場変化に対
処すべく、全産業セクターで組織は劇的
なビジネス変革に着手している。実際、
今後18カ月の変化の最大の内部要因を質
問すると、調査回答者の71％はビジネス
変革を挙げている（図12）。それに続く回
答としては、テクノロジーやITシステム
への依存の高まり、商品、サービス、ビ
ジネスモデルに関する革新、そして人材、
スタッフ配置、リソース面での変化が挙
げられる。

組織がこれらの変化に関する能力ギャッ
プを識別しているので、内部監査は組織
が直面する重大なリスクやそのリスクに関
連する機能への期待値に方向性を一致さ
せなければならない。今回の内部監査全
世界実態調査では、内部監査が信頼でき
るアドバイザーであってほしいと期待する
組織は、内部監査に重要なリスクに関与し
てほしいという結果が出ている。

例えば、回答者の80％は、“信頼される
アドバイザー” が今後12カ月間で、ビッ
グデータと経営分析への依存度の増大

以下に挙げる変化の外部要因のうち、今後18カ月間で貴社に対して最も
大きな影響を与えることが予想されるものはどれですか？

テクノロジーの変化とITリスク� 58％
規制の複雑性の高まりと監視の強化� 56％
顧客ニーズと行動の変化� 50％
政府の政策の変化（財政および金融政策など）� 42％
世界的な経済変化と経済不安� 42％

以下に挙げる変化の内部要因のうち、今後18カ月間で貴社に対して最も
大きな影響を与えることが予想されるものはどれですか？

ビジネス変革・経営戦略の変更� 71％
テクノロジーやITシステムへの依存の高まり� 59％
商品・サービス・ビジネスモデルに関する革新� 52％
人材・スタッフ配置・リソースに関する変化� 38％
合併、買収、分割� 32％

に、より関与することを期待している（図
13）。全てのリスク領域において、“信頼
されるアドバイザー” は “アシュアランス
プロバイダー” よりもっと関与している。

最後に、今回の調査結果は、内部監査
部門が “信頼されるアドバイザー” として
機能している企業は、より高い成熟した
リスクマネジメント能力を持つ傾向にあ
る。これらの成熟したリスクマネジメント
能力を持つ企業は、リスクマネジメント
能力の初期段階にいる企業（36％）と比
べて、より頻繁に（96％）リスクをうま
く管理している（図14）。従って、組織の
リスクマネジメントの成熟度および深度
ならびにリスク管理を支援する内部監査
部門は、組織が複雑性の増大したグロー
バルなリスク環境に取り組む際には、両
方とも最重要である。

参考資料B：重大なリスク

図12：今後18カ月間における変化の最大要因

重要なリスクと課題を集中的に扱うこ
とは、内部監査の基本的な本質である。
期待値設定の原案を策定する際に、内部
監査は、利害関係者と重大なリスクに対
処する内部監査の役割に関する期待につ
いてはっきりと議論をすべきである。利
害関係者は、重大なリスクに対して内部
監査が提供できる価値を理解すべきであ
り、また、最も必要とされるところで価
値を提供するための能力に関する内部監
査による投資を支援すべきである。結局、
三つのディフェンスラインについて明確
に役割を定義して強く連携することによ
り、ダイナミックに進化するさまざまなリ
スクに対して組織が最も防御力を発揮で
きるのである。
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61%

10% 30% 50% 70%
アシュアランスプロバイダー

信頼されるアドバイザー

内部監査が今後12カ月間でもっと関与すべきであると
回答した比率

ビッグデータと経営分析への依存度の増大

オフショアリング、リショアリングと関連する組織変更

ビジネス変革・変更管理

ビジネス環境の変化のスピード

新興リスクと予測不能なインパクトのある事象の増加

サプライチェーンの複雑化

内部変化の急速化

合併、買収、分割

利害関係者の増加
（サプライヤー、パートナー、顧客、従業員など）

国際貿易と支払における変化

商品、サービス、ビジネスモデルに関する革新

気候変動と環境問題

人材、スタッフ配置、リソースに関する変化

顧客ニーズ（行動）の変化

金融市場と商品市場における変化
（商品コスト、資本へのアクセス、為替レートの
 ボラティリティなど）

53% 33%

43% 3%

20%

40%

60%

20%

40%

60%

 

うまく
管理している

非常にうまく
管理している

成熟した
リスクマネジメント

初期段階の
リスクマネジメント

組織がどのようにリスクを上手く
管理しているか？
（成熟段階対初期段階のリスクマネジメント能力）

「私たちの三つのディフェンスラインは、組織を通じて明確に関連付けされ、
理解しあっている。それゆえ誰もが内部監査の役割に疑問を持たず、理解
している。私たちは完全に期待値に関する方向性が一致していると本当に信
じているが、それは、三つのディフェンスラインが明確に定義されているか
らである。」

―Janet Chapman, General Auditor, Union Bank, USA

図13：回答者が今後12カ月間に内部監査の関与度合いを高めてほしい領域

図14：成熟したリスクマネジメント
          能力を持っている者はより
          リスクをうまく管理する
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